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2024年1月15日

東京証券取引所 上場部

「資本コストや株価を意識した経営の
実現に向けた対応」に関する開示状況
（2023年12月末時点）

資料１
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「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」に関する開示状況

 「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について、２０２３年１２月末時点で、プラ
イム市場の４９％（８１５社）、スタンダード市場の１９％（３００社）が開示（検討中を含む）
 プライム市場３月期決算企業に限ると、５９％（６７３社）が開示（検討中を含む） （２０２３年７月時

点の３１％から倍近くまで増加）
注︓２０２３年１２月末時点で直近に提出されているコーポレートガバナンス報告書において、所定のキーワードを記載している会社を集計

 「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について、２０２３年１２月末時点で、プラ
イム市場の４９％（８１５社）、スタンダード市場の１９％（３００社）が開示（検討中を含む）
 プライム市場３月期決算企業に限ると、５９％（６７３社）が開示（検討中を含む） （２０２３年７月時

点の３１％から倍近くまで増加）
注︓２０２３年１２月末時点で直近に提出されているコーポレートガバナンス報告書において、所定のキーワードを記載している会社を集計

プライム市場 スタンダード市場

開示済み
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検討中
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記載なし
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（ｎ=1,656） （ｎ=1,619）
開示済み
1２%

(191社)
検討中
７%

(109社)
記載なし

81%
(1,319社)

1９％（300社）
が開示

⇒  開示企業数には一定の進捗が⾒られており、東証では、引き続き、検討・開示を⾏う企業数の増加に取り組む
⇒  あわせて、株主・投資者の視点から、各企業の取組みがブラッシュアップされていくことが重要であり、東証

では、今後、投資者の視点を踏まえた対応のポイントや、投資者の⾼い⽀持が得られた取組みの事例（※）の公
表等を通じて、上場会社における実効的な取組みの検討・実施をさらに促進していく

（※）市場区分の⾒直しに関するフォローアップ会議 第１４回（1月１７日開催予定）で議論を⾏い、１月下旬〜２月上旬に確定版を公表予定

⇒  開示企業数には一定の進捗が⾒られており、東証では、引き続き、検討・開示を⾏う企業数の増加に取り組む
⇒  あわせて、株主・投資者の視点から、各企業の取組みがブラッシュアップされていくことが重要であり、東証

では、今後、投資者の視点を踏まえた対応のポイントや、投資者の⾼い⽀持が得られた取組みの事例（※）の公
表等を通じて、上場会社における実効的な取組みの検討・実施をさらに促進していく

（※）市場区分の⾒直しに関するフォローアップ会議 第１４回（1月１７日開催予定）で議論を⾏い、１月下旬〜２月上旬に確定版を公表予定
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 引き続き、ＰＢＲが低い企業/時価総額が大きい企業ほど開示が進展
 ＰＢＲ１倍未満かつ時価総額１,０００億円以上のプライム市場上場会社では、７８％が開示（検討中を含む）

 一方で、ＰＢＲが⾼い企業/時価総額が小さい企業では、開示に進捗は⾒られるものの、引き続き、相対的
に開示が進んでいない状況

 引き続き、ＰＢＲが低い企業/時価総額が大きい企業ほど開示が進展
 ＰＢＲ１倍未満かつ時価総額１,０００億円以上のプライム市場上場会社では、７８％が開示（検討中を含む）

 一方で、ＰＢＲが⾼い企業/時価総額が小さい企業では、開示に進捗は⾒られるものの、引き続き、相対的
に開示が進んでいない状況

ＰＢＲ/時価総額水準別の開示状況（プライム市場） （2023年12月末時点）
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68%が開示

ＰＢＲ

開示済み 検討中

58%が開示

45%

29%

時価総額

0.5倍未満
(n=145)

1~2倍
(n=501)

0.5~1倍
(n=591)

2倍以上
(n=419)

1,000億円以上
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(n=200)

250~1,000億円
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クロス集計

ＰＢＲ

１倍以上１倍未満

46%
取組み等を開示︓41％

検討中と開示︓5％
(n=482)

78%が開示
取組み等を開示︓65％
検討中と開示︓13％

(n=292)

1,000億円以上

32%
取組み等を開示︓23.0％

検討中と開示︓8.5％
(n=330)

59%
取組み等を開示︓44％
検討中と開示︓15％

(n=352)

250~1,000億円

22%
取組み等を開示︓17％

検討中と開示︓6％
(n=108)

37%
取組み等を開示︓28％

検討中と開示︓9％
(n=92)

250億円未満

時価総額
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銀⾏業
電気・ガス業

鉄鋼
証券、商品先物取引業 保険業

繊維製品
石油・石炭製品

その他⾦融業建設業

パルプ・紙
海運業

鉱業

非鉄⾦属

輸送用機器
医薬品

ゴム製品

電気機器

倉庫・運輸関連業

機械

ガラス・土石製品

卸売業

精密機器

空運業

その他製品

⾦属製品

化学 陸運業 ⾷料品

不動産業

サービス業

情報・通信業

小売業

水産・農林業
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参考︓業種別の開示状況（プライム市場） （2023年12月末時点）

 引き続き、平均ＰＢＲが低い業種の方が開示が進展しており、銀⾏業では９４％が開示（検討中を含む）
一方で、平均ＰＢＲが⾼い情報・通信業、サービス業、小売業などでは、相対的に開示が進んでいない

 引き続き、平均ＰＢＲが低い業種の方が開示が進展しており、銀⾏業では９４％が開示（検討中を含む）
一方で、平均ＰＢＲが⾼い情報・通信業、サービス業、小売業などでは、相対的に開示が進んでいない

PBR（業種平均）

開示率

円の大きさ︓業種全体の社数

注︓ 開示率には、検討中と開示している企業を含む
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参考︓英⽂開示の状況（プライム市場） （2023年12月末時点）
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 「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について開示済みの企業のうち、
４７％が当該内容に関する英⽂開示を実施
注︓２０２３年１２月末時点で直近に提出されているコーポレートガバナンス報告書において、所定のキーワードを記載している会社を集計

 「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」について開示済みの企業のうち、
４７％が当該内容に関する英⽂開示を実施
注︓２０２３年１２月末時点で直近に提出されているコーポレートガバナンス報告書において、所定のキーワードを記載している会社を集計

英⽂開示有り 英文開示無し


